
帯広市社会教育委員の委嘱の基準に関する条例（素案）について 

 

1. 概要 

地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に

関する法律（平成２５年法律第４４号）の施行に伴い、社会教育法（昭和２４年法律第

２０７号）が改正され、これまで同法に定められていた社会教育委員の委嘱の基準につ

いて、文部科学省令を参酌して条例で定めることとされたことから、当該基準の素案に

ついて市民意見を聴取します。 

 

 

2. 条例（素案）の考え方 

社会教育委員及び公民館運営審議会の委員の委嘱の基準を条例で定めるに当たって

参酌すべき基準を定める省令（平成２３年文部科学省令第４２号）第１条に規定する基

準（以下のとおり）を踏まえ、検討した結果、当該基準どおりとするものです。 

 

① 学校教育の関係者  

② 社会教育の関係者  

③ 家庭教育の向上に資する活動を行う者  

④ 学識経験のある者 

 

 

3. 施行日  平成２６年４月１日 

 

 

4. スケジュール 

平成２５年７月、８月  社会教育委員会議において意見聴取 

平成２５年９月１０日  教育委員会会議に報告 

平成２５年９月１７日  帯広市議会総務文教委員会に報告 

平成２５年９月２３日 

～１０月２２日  パブリックコメントの実施 

平成２５年１０月    教育委員会会議に報告 

平成２５年１１月１３日 帯広市議会総務文教委員会に報告 

平成２５年１２月    教育委員会会議に条例（案）を提案 

平成２６年３月     帯広市議会定例会へ条例（案）を提案 

平成２６年４月１日   条例施行 
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５.参考 

改正前 改正後 

 

○社会教育法 

 

（社会教育委員の構成） 

第１５条 都道府県及び市町村に社会教育

委員を置くことができる。 

2 社会教育委員は、学校教育及び社会教育

の関係者、家庭教育の向上に資する活動を行

う者並びに学識経験のある者の中から、教育

委員会が委嘱する。 

（社会教育委員の定数等） 

第１８条 社会教育委員の定数、任期その他

必要な事項は、当該地方公共団体の条例で定

める。 

 

 

 

 

○社会教育法 

 

（社会教育委員の設置） 

第１５条 都道府県及び市町村に社会教

育委員を置くことができる。 

2 社会教育委員は、教育委員会が委嘱す

る。 

 

 

（社会教育委員の委嘱の基準等） 

第１８条 社会教育委員の委嘱の基準、定

数及び任期その他社会教育委員に関し必

要な事項は、当該地方公共団体の条例で定

める。この場合において、社会教育委員の

委嘱の基準については、文部科学省令で定

める基準を参酌するものとする。 

 

 

○文部科学省令 

 

社会教育委員及び公民館運営審議会の委員の委嘱の基準を条例で定めるに当たって参

酌すべき基準を定める省令 

（社会教育委員の委嘱の基準を条例で定めるに当たって参酌すべき基準） 

第１条 社会教育法（昭和二十四年法律第二百七号。以下「法」という。）第十八条の

文部科学省令で定める基準は、学校教育及び社会教育の関係者、家庭教育の向上に資

する活動を行う者並びに学識経験のある者の中から委嘱することとする。 
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